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1. はじめに 
 長野県の東信地域では、1993～1997年にかけて、
上信越自動車道と北陸新幹線の2つの高速交通網が
整備され、さらに2011年に中部横断自動車道の一部
（旧佐久市内の区間のみ）が開通した。そして、2017
年で北陸新幹線が開業してから20周年になる。 
 佐久平駅周辺地区は、これらの高速交通網の整備
に伴って大きく変貌したことで知られている。田園
地帯を再開発して大規模なショッピング街が生まれ、
商業集積が形成されたことから、新幹線の開業を
きっかけとした地域開発の成功例として、新幹線誘
致のための説明資料などにしばしば取り上げられて
いる1)。 
 一方、この変貌の背景には、佐久平地域を通過す
る高速交通網が、従来の幹線交通網とは大きく異な
る経路で整備された点に注意しなければならない。
すなわち、従来は幹線道路（国道18号）も幹線鉄道
（信越本線）も、佐久市ではなく北側の小諸市を経由
していたのに対し2)、高速交通網はいずれも佐久市を
経由するように整備された（上信越自動車道は小諸
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表1 東信地域の高速交通網整備時期における主な出来事 
時  期 主 な 出 来 事 
1993年 3月 上信越自動車道 藤岡JCT～佐久IC間開通、佐久平パーキングエリア開業 
1993年 佐久インター周辺の大型小売店（カインズホーム等）が開業 
1994年 佐久市による佐久平駅周辺地区の土地区画整理事業開始 
1995年 11月 上信越自動車道 佐久IC～小諸IC間開通 
1996年 11月 上信越自動車道 小諸IC～更埴JCT間開通、東部湯の丸サービスエリア開業 
1997年 10月 北陸新幹線 高崎～長野間開業 
1998年 2月 （参考）長野オリンピック開催 
1999年 佐久平駅周辺地区の大型小売店（イオン佐久平ショッピングセンター等）が開業 
2002年 佐久市による佐久平駅周辺地区の土地区画整理事業完了 
2011年 3月 中部横断自動車道（無料区間） 佐久南IC～佐久小諸JCT間開通 
（出所）鉄道建設・運輸整備支援機構（2008）p.63、各社ウェブサイトなどに基づき筆者まとめ。 
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市も経由している）。佐久平駅周辺地区の変貌が、こ
うした交通網の変化に起因するものなのであれば、
佐久平地域内の消費がこの地区に移転・集約しただ
けである可能性があり、地域全体ではさほど成長し
ていないか、むしろ後退している可能性さえある。
そのため、地域が活性化されたかどうかを判断する
のは、佐久市のみではなく、地域全体の統計をもと
に考察する必要があると考えられる。 
 そこで本稿では、東信地域に整備された高速交通
網が、生活や産業の場としての佐久平地域全体とし
てどのような影響をもたらしたのかを明らかにした
い。 
 
2. 定義及び先行研究 
2.1 用語の定義 
 本稿では地域の範囲を特定するために、以下の用
語を定義する。 
 
1. 東信地域 
 佐久地域（2016年現在の小諸市、佐久市、北佐久
郡、南佐久郡）及び上小地域（2016年現在の上田市、
東御市、小県郡）を合わせた地域。 
 上小地域を分析対象に含めたのは、佐久平地域と
の比較の目安にするためである。 
 
2. 佐久平地域 
 佐久平駅を中心とした半径10km以内に中心市街地
を持つ、佐久市、小諸市、北佐久郡御代田町3)の全域。
3市町を合わせた面積は580.85㎢、2015年の国勢調査
人口は157,064人であり、上田市（面積552.04㎢、同
人口156,827人）とほぼ同じ規模であり、一つの経済
圏として捉えるのに妥当な規模と言える。 
 
3. 佐久平駅周辺地区 
 佐久市のうち、佐久平駅周辺の土地区画整理事業
が行われた地区（佐久平駅北、佐久平駅南、佐久平
駅東）、上記地域から佐久市・小諸市境（佐久北IC
付近）までの国道141号沿い、及び佐久IC付近（岩
村田北）の地区。 
 
2.2 先行研究 
 この時期における東信地域や佐久平地域の開発に
ついては、いくつかの先行研究が存在する。そのほ
とんどが北陸新幹線（長野新幹線）の開通効果とし
ての分析である。 
 佐貫（1998a,b）は長野新幹線における技術革新の
効果と、それに伴う沿線各都市の人口、商業、工業
などにおける波及効果、逆流効果を分析したもので
ある。ただし、分析に使用している統計値がおおむ
ね1985～95年と新幹線開通前の物であり、新幹線開
通の効果については東海道新幹線などとの比較、所
要時間短縮による長野市と松本市の都市力の変化、
沿線各都市の状況から可能性を類推したものであり、
実証的な分析は行っていない。 
 長野経済研究所（1998）は、長野県内の長野新幹
線沿線地域に関する開業1年間の経済効果を、統計資
料に基づき観光、商業、社会生活（住宅）について
実証的に分析している。東信地域に関する部分につ
いていえば、観光面において軽井沢における周遊観
光拠点化（軽井沢に宿泊して長野県各地に旅行する
こと）、別所温泉（上田市）などで正の効果が出てい
る一方で、懐古園（小諸市）に負の影響が出ている
ことと、佐久市の宅地開発により新幹線通勤者を含
む住宅販売が好調であること、軽井沢町においてリ
ゾートマンションの販売が好調であることを指摘し
ている。 
 鉄道建設・運輸整備支援機構（2008）も北陸新幹
線全体を対象とする分析であるが、同様に東信地域
についての記述に絞れば、商業小売面積については
上田市が全国よりも高い伸び率、軽井沢町と佐久市
は顕著な伸び率が見られたとし、小売業年間販売額
表2 佐久平駅から主要市街地までの距離 
地域・地点 距 離 備 考 
佐久市役所（北中込） 3.5km JR小海線沿線 
佐久市（旧臼田町） 9.2km JR小海線沿線 
佐久市（旧浅科村） 5.3km 旧中山道沿線 
佐久市（旧望月町） 9.2km 旧中山道沿線 
小諸市 6.6km JR小海線沿線 
御代田町 6.4km ↑佐久平地域 
東御市 15.1km  
立科町 13.3km  
注：距離は佐久平駅から市役所、市役所支所、町役
場までの直線距離。 
（出所）筆者作成。 
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については、上田市などが減少する一方で、佐久市、
軽井沢町については顕著な伸び率が見られたとして
いる（前掲p.39）。観光入込客数は、北陸新幹線開業
後は軽井沢で横ばい、別所温泉でやや減少傾向とし
ている（前掲p.45）。 
 佐久平駅については、「佐久平駅周辺整備事業は、
市内人口の増加、商圏人口の増加、吸引率の増加な
ど様々な効果を生み出している」（前掲p.64）、「街の
コンセプト作りからはじまる行政等の取組みの結果、
駅周辺60haに駅及び駅構内公共施設、駐車場、宿泊
施設、商業施設、住居などがコンパクトにまとまっ
た街づくりに成功したことが佐久平駅周辺開発の特
徴といえる」（前掲p.65）として佐久平駅周辺地区の
開発状況を高く評価している。 
 しかし、佐久平地域のうち小諸市や御代田町、佐
久市のそれ以外の地域については、統計数値はおろ
か本文での言及もほとんどなく、経済活動空間とし
ての「地域」への効果や影響を測定しようとしてい
るものではない。また高速道路に関しても、新幹線
の競合交通機関としての高速バスにしか言及がなく、
これがまちづくりに与えた影響については全く評価
していない。 
 鯉江（2011）は、長野新幹線を含む3新幹線の沿線
データから、新幹線が地域経済にどのような影響を
与えているかを統計の比較から検討している。その
中で、人口、事業所、商業などの比較を行っている。
特筆するべきは、佐久市と小諸市についての比較を
行っていることで、佐久市と小諸市の商業における
地位が逆転したことを挙げている。（鯉江（2011）p.70） 
 柴田（2016）は、北陸新幹線の沿線地域に関して
人口、事業所、産業構造、商業、観光のそれぞれの
側面について、様々な統計を引用して分析を行って
いる。そして小諸市については、「90年代には、多く
の大型商店が進出していた小諸市であるが、（中略）
小売業の事業所数の減少をきたし、他市町村から顧
客を吸引するどころか、地元住民の需要すら賄えな
いほどに衰退し、佐久商圏に組み込まれた」（柴田
（2016）p.31）と指摘している。ただ、佐久市、小諸
市、軽井沢町に関する分析は対等であり、一体的な
商圏としての分析は行っていない。 
 武者（2016）は、新幹線誘致や佐久平駅周辺地区
の形成過程について、「中央と地方」「都市と農業」
「計画と市場」という3つの分析軸から考察した研究
である。どちらかと言えば新幹線による効果よりも、
都市建設と意思決定のプロセスについての研究であ
ると言えよう。ただ、ここで「当初の構想では近隣
住民向けの商店やサービス施設が集まるゾーンとさ
れ，その後「ふるさと・佐久ゾーン」と名づけられ
た駅の北側一帯には，計画の意図に反してホテルや
マンションが相次いで進出した」（前掲p.563）とし
て、佐久平駅周辺地区に計画に反してマンションや
ホテルの進出が相次ぎ、ベッドタウンとしての性質
を強めていったことを指摘している。 
 以上の観点から見ると、先行研究では(1)新幹線の
インフラとしての既知の機能性に基づいて地域への
影響を評価したもの（佐貫（1998a,b）、鉄道建設・
運輸整備支援機構（2008））、(2)統計から新幹線によ
る効果・影響を実証的に抽出しようとしたもの（長
野経済研究所（1998）、鯉江（2011）、柴田（2016））、
(3)近代都市の建設過程を明らかにしようとするも
の（武者（2016））の観点から研究が行われてきたこ
とが分かる。 
 ただし、東信地域では高速道路と新幹線の開通が
近い時期に行われたため、統計値からどちらの影響
かを特定できる条件は少なく、長野経済研究所（1998）
のような観点からの研究でなければ一方の効果であ
ることを特定できないといえる。 
 そして、いずれの先行研究でも分析の境界が市町
村の境界で明確に区切られており、生活や産業の場
としての地域全体への影響を測定しようとしている
研究は見られなかった。 
 
3. 東信地域の状況分析 
 ここでは統計データに基づき、東信地域の人口、
事業所、商業についての各地域の傾向を、佐久平地
域を中心に集計及び分析する。 
 なお、本章で示す統計値は、いずれも2016年時点
での自治体の範囲を単位としている。すなわち、こ
の時期に合併した自治体の場合は、合併前の各自治
体の統計値を合算したものである。 
 
3.1 人口に関する分析 
 表3は、高速交通網が整備される直前から25年間の
東信地域における国勢調査人口の推移をまとめたも
のである。鯉江（2011）では、新幹線沿線の人口増
加率が長野県全域よりも高いことが示されていたが
（鯉江（2011）p.59）、東信地域全体で考えても長野
県全域より人口増加率が高いことが分かる。ただ、
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1990～2000年の数値を見ると、高速道路や新幹線の
整備によって劇的な変化が起きたわけではないこと
が分かる。 
 人口の推移を見ると、人口が10%以上増加している
地域（軽井沢町、御代田町）、人口がほぼ横ばいの地
域（佐久平地域、東御市、上田市、佐久穂町）、人口
が10%以上減少している地域（立科町、南佐久郡、小
県郡）のおおむね3種類に分かれることがわかる。 
 地域全体でこの期間に人口が増加している自治体
は、軽井沢町、御代田町、佐久市、東御市の4つであ
り、佐久平地域全体でも人口は増加している。ただ
し、佐久市単体でも、佐久平地域全体でも、人口は
減少に転じている。それでも長野県全域や東信地域
全域よりは減少が緩やかであると言える。 
 一方、郡部にある立科町、南佐久郡、小県郡は人
口流出の勢いを増している。ただし、南佐久郡のう
ち佐久市に隣接する佐久穂町について見れば、人口
減少が小諸市と同程度に留まっている。 
 柴田（2016）によれば、佐久平駅では定期券利用
者が1/3を超えている（柴田（2016）p.11）。よって、
佐久平地域はベッドタウン化が進んでいるために人
口減少が緩やかであると考えられる。 
 
 
3.2 事業所に関する分析 
 表4は東信地域の産業の様子を把握するために、高
速交通網が整備される直前から23年間の従業者数の
変化を示したものである。事業所数の統計もあるが、
事業所数では長野県全域、東信地域、佐久平地域、
ともほぼ同程度の比率であり、比較しても同程度で
ある。事業所数は大型化や合併などで増減するもの
であるため、ここでは従業者数に基づいて状況を把
握するものとする。 
 従業者数についても、長野県全域、東信地域全域、
佐久平地域のいずれも推移に大差はない4)。もう少し
詳細に見ると、この期間に増加している自治体は軽
井沢町、御代田町、佐久市、東御市の4つであり、人
口の場合と似た結果になっている。しかし、実数ベー
スの増加数には差があり、増加が著しいのは軽井沢
町と東御市である。 
 佐久平地域の佐久市や御代田町はさほど増加して
おらず、小諸市では従業者数が大きく減少している
ことから、佐久平地域全体で見ると全体的に減少し
ていることが分かる。すなわち、佐久平地域では人
口は増加しているのに従業者は減少しているので、
佐久平地域に転入してくる人は地域の外に勤務する
人の割合が高いことが分かる。これも、前述のベッ
ドタウン化を裏付けるデータであると言えよう。 
表3 東信地域の地域別人口推移 
自治体・地域名 1990（実数） 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2015（実数） 増 減 
 長野県全域 2,156,627 100.0 101.7 102.7 101.8 99.8 97.3 2,098,804 ▲57,823 
 軽井沢町 15,464 100.0 99.2 104.6 110.9 123.0 122.8 18,994 3,530 
 御代田町 11,895 100.0 105.7 112.8 118.7 123.9 127.7 15,184 3,289 
 小諸市 44,888 100.0 101.8 102.8 101.4 98.0 94.7 42,512 ▲2,376 
 佐久市 95,625 100.0 102.3 104.6 105.1 105.2 103.9 99,368 3,743 
佐久平地域 152,408 100.0 102.4 104.7 105.0 104.5 103.1 157,064 4,656 
 立科町 8,680 100.0 100.4 99.2 94.9 88.8 83.7 7,265 ▲1,415 
 南佐久郡 31,338 100.0 99.4 97.8 92.5 88.4 82.0 25,693 ▲5,645 
 （うち佐久穂町） 13,842 100.0 99.3  99.3 99.3 98.4 93.8 12,980 ▲862 
 東御市 28,954 100.0 104.2 106.9 108.0 106.0 104.0 30,107 1,153 
 上田市 160,259 100.0 102.5 103.9 102.1 99.6 97.9 156,827 ▲3,432 
 小県郡 12,988 100.0 99.2 98.1 93.0 87.7 80.9 10,509 ▲2,479 
 東信地域全域 410,091 100.0 102.1 103.7 102.8 101.3 99.1 406,459 ▲3,632 
注：1990年と2015年は実数、その中間は1990年を100としたときの指数。 
（出所）国勢調査。 
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 小諸市、南佐久郡、小県郡は従業者数の減少も多
く、産業の拠点としての機能が低下し続けているこ
とが分かる。実数で見れば上田市も大きく減少して
いることが分かる。 
 以上のことから、高速交通網の整備の時期に大き
く従業者を伸ばしたのは、軽井沢町と東御市であり、
佐久平地域は佐久市や御代田町を含め、あまり大き
く従業者を伸ばしておらず、この地域のベッドタウ
ン化が進んでいるものと考えられる。 
 
3.3 商業に関する分析 
 冒頭で示したように、佐久平駅周辺地区に大きな
商業集積が誕生したことが、地域全体で見ればどの
ようなインパクトがあったのかを調べるために、商
業統計に基づいて調べてみよう。 
 まず、小売業の年間商品売上高を図1に示した。う
ち、佐久平地域は積み上げ面グラフを用いて、合計
値が分かるようにしてある。 
 佐久平地域の小売年間商品売上高は1997年がピー
クで、その後は低下している。佐久市単体で見ても、
2002年がピークでその後は下落傾向にある。 
 佐久平地域と都市圏規模が近い上田市でも、商品
売上高は減少傾向にあったが、2014年には大きく回
復している。これは、この時期に上田市において
ショッピングセンター「アリオ上田」が開業したた
めであると考えられる。どちらの地域においても、
高速交通網の整備によって商業が活発化したとは言
い難い状況であると言えよう。 
 軽井沢町と東御市は期間を通じて伸びている。こ
こで、軽井沢町については新幹線が開通した1997年
以降の伸びが大きくなっており、新幹線開業の効果
が想定できる5)。東御市については、伸び始めた期間
における統計値が算出できなかったため、伸びた要
因が特定しにくいが、東御市には上信越自動車道の
インターチェンジがあるものの、新幹線の駅は設置
されていないため、高速道路の整備による影響が強
いと考えられる。 
 佐久市の周辺の市町村について、もう少し詳しく
みてみよう（図2）。人口が増加している御代田町に
ついては特に大きな変化が見られず、1999年をピー
クに下落傾向に転じている。その他、佐久穂町や立
科町は下落傾向にあるものの、佐久平駅周辺区域か
らの影響は特に見られなかった。 
 なお、佐久平駅周辺地区において大型ショッピン
グセンターの開業が相次いだ1999年において、佐久
市単体の年間商品売上高は少し増加しているものの、
佐久平地域全体ではむしろ減少していることに注目
したい。すなわち、大型ショッピングセンターが開
業しても、佐久平地域の外にまで商圏が拡大された
訳ではなく、佐久平地域内での消費場所が再配置さ 
表4 東信地域の事業所の従業者数 
自治体・地域名 1991（実数） 1991 1996 2001 2006 2009 2014 2014（実数） 増 減 
 長野県全域 1,058,958 100.0 104.6 101.8 95.2 100.2 97.7 1,034,094 ▲24,864 
 軽井沢町 10,168 100.0 98.9 109.3 116.5 135.8 128.4 13,055 2,887 
 御代田町 5,654 100.0 117.0 116.7 112.4 110.2 117.7 6,652 998 
 小諸市 22,373 100.0 101.0 92.9 85.1 93.2 89.4 19,995 ▲2,378 
 佐久市 44,533 100.0 100.0 101.2 99.7 101.7 101.5 45,182 649 
佐久平地域 72,560 100.0 101.6 99.8 96.2 99.7 99.0 71,829 ▲731 
 南佐久郡 10,761 100.0 97.1 98.5 83.5 86.6 79.3 8,533 ▲2,228 
 立科町 3,339 100.0 102.8 106.2 99.2 99.0 93.2 3,112 ▲227 
 東御市 11,908 100.0 115.3 106.9 102.3 117.4 118.3 14,091 2,183 
 上田市 83,210 100.0 101.2 96.6 93.6 94.7 92.1 76,618 ▲6,592 
 小県郡 4,619 100.0 98.3 96.5 88.2 87.6 85.3 3,940 ▲679 
 東信地域全域 196,565 100.0 101.8 99.3 95.7 99.5 97.3 191,178 ▲5,387 
注：1991年と2014年は実数、その中間は1991年を100としたときの指数。年は等間隔ではない。 
（出所）事業所・企業統計調査（1991～2006年）、経済センサス基礎調査（2009、2014年）。 
 
99
長野大学紀要 第38巻第3号   2017               100 
- 44 - 
 
 
図1 小売年間商品売上高 
注：東御市の1994、1997年、佐久穂町の1991～1997年のデータは、合併前町村の値の一部が非公開になってい
るため算出していない。調査年の関係で、年は等間隔ではない。 
（出所）商業統計、経済センサス基礎調査（2012年のみ） 
 
 
図2 佐久市隣接市町村別小売年間商品売上高 
注・出所は図1と同じ。 
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れたに過ぎないということが分かる。 
 表5は小売業の売場面積当たりの年間商品売上高
を算出したものである。佐久市は1999年頃から、売
場面積当たりの年間商品売上高が、東信地域内でも
特に低くなっていることが分かる。結果的に、佐久
平地域の売場面積当たり年間商品売上高も、他の市
町村より低くなっており、店舗の規模が売上高と比
べて過大になっている可能性もある。 
表5 売場面積あたり年間商品売上高（万円/m2） 
自治体・地域名 1988 1991 1994 1997 1999 2002 2004 2007 2012 2014 
 軽井沢町 128.9 132.1 135.3 93.9 82.8 82.9 93.6 97.4 93.3 104.1 
 御代田町 110.7 121.4 86.5 91.6 109.0 87.8 66.3 85.6 88.2 83.8 
 小諸市 113.1 134.3 110.2 105.4 85.9 73.4 60.4 62.7 68.5 81.0 
 佐久市 101.2 115.7 104.6 95.9 70.5 72.0 67.7 67.0 56.1 65.6 
佐久平地域 105.4 121.6 105.1 98.4 76.4 73.2 65.9 66.9 60.3 70.2 
 立科町 69.6 83.6 93.8 73.9 72.3 58.9 61.7 58.5 69.8 61.6 
 南佐久郡  115.9 84.4 83.9 79.8 87.4 60.1 88.9 
 東御市 107.3 126.3 114.8 64.3 69.5 79.1 77.5 83.2 
 上田市 114.8 127.8 110.4 98.1 92.4 72.2 74.5 66.0 61.8 78.1 
 小県郡 78.9 80.4 69.1 52.9 53.7 71.6 
注：空欄は合併前町村の値の一部が非公開になっているため算出していない。 
（出所）商業統計、経済センサス基礎調査（2012年のみ）。 
 
 
図3 卸売年間商品売上高 
注・出所は図1と同じ。 
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 次に、卸売業の年間売上高を見てみよう（図3）。
卸売業においては、佐久平地域の年間売上高は1999
年以降急激に下落しており、最盛期（1994年）の4
割未満まで下落している。内訳を見ると、小諸市や
御代田町はピーク時の2割未満まで下落しており、佐
久市は他の市と同程度の下落傾向である。小売業と
は異なり、小諸市の下落分が佐久市に代替された訳
ではなく、そのまま地域から卸売業が流出している
状況である。 
 上田市、東御市、軽井沢町では、いずれも2014年
の売上高がピーク時の約6割であることを考えると、
佐久平地域の卸売業の低下ぶりは東信地域内でも特
異である。卸売業の充実は、ビジネスの拠点として
の機能の高さを示すとも考えられるため、佐久平地
域はビジネスの拠点としての機能が従来よりも低下
していると考えられる。 
 
3.4 考察 
 以上のような統計に基づくと、佐久平地域につい
ては以下のような性質が見えてくる。 
 まず、人口や事業所における従業者数から、地域
内における従業者の割に人口の増加が多い傾向があ
ることが分かった。上田市と実数ベースで比較した
場合、2014年時点で佐久平地域は上田市よりも人口
が多いにもかかわらず、従業者は佐久平地域の方が
少ない。このことから、佐久平地域が新幹線通勤な
どを利用したベッドタウンとしての性格を強めてい
ることが考えられる。これは長野経済研究所（1998）
p.48や柴田（2016）p.11の見解とも整合している。 
 一方、商業の動向を見ると、佐久平駅周辺地域に
大型店舗が進出したにもかかわらず、佐久平地域の
小売年間商品売上高はあまり伸びておらず、小売売
場面積当たりのパフォーマンスはあまり高くないこ
とが分かった。それに、佐久平駅周辺地域の大型店
舗はナショナルブランドや県外資本の店舗が中心で
あり、佐久平地域としての独自性は弱い。 
 そして、もともと小諸市を中心に立地していた佐
久平地域の卸売業は、小諸市の商業的における地位
の低下とともに大幅に縮小しているが、佐久市はそ
の分の受け皿として機能していないことも分かった。 
 このことから、佐久平地域の商業にはまだ課題が
多く、商業の面からは地域活性化しているとは言い
がたい状況であると考えられる。ただし、佐久平駅
周辺地域に大型店舗が進出することにより、地域外
に消費が逃げることを防ぐことができたと捉えるこ
ともでき、地域活性化に対して何も貢献をしていな
いというわけではないと考えられる。 
 なお、東信地域全体を通してみると、新幹線の停
車駅がある軽井沢町、佐久市、上田市のうち軽井沢
町の成長が顕著であるほか、それぞれの中間に所在
する御代田町や東御市の成長ぶりが目立つことが興
味深い。 
 
4. おわりに 
 日本が既に人口減少局面に入った状況下で、地方
都市がベッドタウン・消費都市としての性格を強め
ていくことには懸念もある。人口が減少すれば、通
勤先から距離が遠いベッドタウンは、地域間競争に
おいて不利な立場になりやすいし、消費がナショナ
ルブランドの大型店舗を中心としたものになれば、
新たな消費文化も生まれにくい。 
 藤本（2016）は、地域活性化のためには地域の選
択を促す情報が役割を果たすことが重要であり、そ
のためには、地域において独自性の高い情報を生産
し続ける仕組みを作ることが重要であると指摘して
いる（藤本（2016）p.62）。現在の佐久平地域の傾向
を見る限り、このような動きはまだ弱いようだ。 
 一方、佐久平地域は中部横断自動車道によって、
高速交通ネットワークのハブになる可能性が残され
ている。その時にハブとして選ばれる地域になれる
かどうかは、これからの佐久平地域全体の地域づく
りにかかっていると言えよう。 
 
 
 
注 
1) 代表的な例として、九州新幹線西九州ルートの説
明資料（佐賀県ウェブサイト内、http://www.pref. 
saga.lg.jp/shinkansen/kiji0039663/index.html）
や、四国鉄道活性化促進期成会のパンフレット
（香川県ウェブサイト内、http://www.pref. 
kagawa.jp/kotsu/shikoku_shinkansen/pamphl
et_pdf/shikokushinkansen_pamphlet.pdf）など
がある。 
2) 江戸時代の中山道は佐久平駅付近の岩村田を経
由しているが、江戸時代の北国街道が国道18号と
ほぼ同じ経路を経由している。 
3) 北佐久郡御代田町を佐久平地域に含めるかどう
2
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かは議論の余地がある。北陸新幹線と在来線を利
用して御代田町にアクセスする場合は、佐久平駅
よりも隣接する軽井沢駅を利用したほうが便利
だからである。ただ、御代田町と軽井沢駅の間は
直線距離で約11.6kmであり、市街地は連続してい
ない。一方、御代田町と佐久平駅の間は約6.3km
と約半分の距離であり、しかも御代田町と佐久平
（岩村田）との間は旧中山道沿いに市街地が連続
している。その観点から、本稿では御代田町を佐
久平地域に含めている。 
4) 1996年は差がみられるが、これはオリンピックな
どの特需によるものと考えられる。 
5) 軽井沢町については、北陸新幹線の軽井沢駅が市
街地に設置されているのに対し、上信越自動車道
の碓氷軽井沢インターチェンジは、県境を超えた
群馬県内に設置されているため、北陸新幹線に比
べて上信越自動車道開通の影響が弱かったと考
えられる。 
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